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中国 

朔県－黄驊港
こうかこう

1鉄道建設事業(1)～(4)／河北黄驊港
こうかこう

建設事業 

外部評価者：アイ･シー･ネット株式会社 

岸野 優子 

１．案件の概要 

 

 

プロジェクト図 

（詳細は次ページ参照） 

朔黄鉄道 

 

1.1 事業の背景 

中国ではエネルギー消費の約 70％を石炭に依存している。石炭資源の主な産出地は北西

部の山西省・陝西省・内蒙古自治区西部の三西地区であるのに対し2、主な消費地は東北地

区、華北地区、華東地区、華南地区の沿岸都市である。このため、内陸部の産炭地から東

部沿海地区の消費地へ石炭輸送するには、長距離・大量・低コストの輸送手段である鉄道

と船舶が大きな役割を果たしている。円借款の審査当時、これらの輸送能力は限界に達し

ていて、産炭地では生産制限が行われ、供給が頭打ちの状態だった。 

中国政府は、三西地区の石炭生産と輸送能力を強化するため、内蒙古自治区と陝西省の

境にある神府東勝炭田3を総合的に開発することとし、国務院の承認を受けて設立された神

華集団有限責任公司4（以下、神華集団）が炭田、鉄道、港湾、発電所の建設・運営を担う

ことになった。この神府東勝炭田開発計画は神華プロジェクトと呼ばれ、陝西省神木県か

ら河北省黄驊港に至る全長 850kmの電化複線5と石炭積出港を新たに建設することになった。 

 

                                                   
1本報告書では中国漢字の簡略体ではなく日本語漢字を使用する。 
2三西地区のほか山東省、河南省、安徽省、黒龍江省、貴州省がある。 
3総面積 2 万 5000 平方キロメートルの地域に展開しており、この炭田から産出される石炭は炭分、硫黄分

が 1％以下と尐なく、発熱量が高い良質炭で現在も国家エネルギーの予備基地に指定されている。 
4現在は神華能源股份有限公司が事業を実施している。 
5第 1 期分は円借款「神木－朔県鉄道建設事業（CXII-CXV-P35）」（1991-2000 年）として陝西省神木県から

山西省朔県に至る電化単線が建設された。本事業は第 2 期分にあたる。 
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1.2 事業の概要 

 山西省神池南から河北省黄驊港までの電化線（599km、うち 440km は複線、159km は単

線）を建設するとともに、黄驊港に石炭専用バース（取扱能力 3000 万トン/年）を新規に建

設することにより、神府東勝炭田と山西省で産出される石炭の輸送量の拡大を図り、東部

沿海地区への石炭供給不足の解消に寄与する。 

 

 

図 1 神府東勝炭田からの鉄道と本事業 

 

 CXVII-P72 CXVIII-P72 CXIX-P72 CXXII-P72 CXIX-P94 

鉄道(1) 鉄道(2) 鉄道(3) 鉄道(4) 港 

円借款承諾額／実行額 27,715百万円 

25,556百万円 

12,245百万円 

11,105百万円 

20,460百万円 

12,103百万円 

11,581百万円 

11,580百万円 

15,400百万円／ 

4,853百万円 

合計 72,001 百万円／60,343 百万円   

交換公文締結／借款契

約調印 

1995年10月 

1995年11月 

1996年12月 

1996年12月 

1997年9月 

1997年9月 

2001年3月 

2001年3月 

1997年9月 

1997年9月 

借款契約条件 本体（CXXII-P72 以外）： 

金利 2.3％、返済 30 年（うち据置 10 年）、一般アンタイド 

本体（CXXII-P72）： 

金利 1.8％、返済 30 年（うち据置 10 年）、一般アンタイド 
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コンサルティングサービス（CXIX-P94 のみ）： 

金利 2.3％、返済 30 年（うち据置 10 年）、一般アンタイド 

借入人／実施機関 中華人民共和国政府／中国神華能源股份有限公司6 

具体的実施機関7：朔黄鉄路発展有限責任公司（CXVII- CXXII-P72） 

        神華黄驊港務有限責任公司（CXIX-P94） 

貸付完了 2000年12月 2003年7月 2003年1月 2006年7月 2005年4月 

本体契約 1. 朔県‐黄驊港鉄道建設事業 

Bright Nation As Ltd., Huaneng Basic Industries Investment Co., Ltd., 

China Resources Machinery & Equipment Co., Ltd.., Paryorient 

International Co., Ltd..（以上、香港）、Beijing Golden Fu Li 

International Trade Center, China Civil Engineering Construction 

Corp., China International Trust & Investment Corp., China 

Machine-Building International Corp., China Railway Materials & 

Supplies Corp., China Railway Construction Corp., Shanghai Industrial 

Investment (Group) Co., Ltd.,. Shenzen Sunray Development Co., 

Ltd.., Liaoning Anshan I/E Corp., Minmetals International Enterprises 

Development Company, Tianjin Machinery Import & Export 

Corporation, Wuhan International Economic & Trading Corporation,

（以上、中華人民共和国） 

2. 河北黄驊港建設事業 

Krupp Foerdertechnik Gmbh（ドイツ）、トーメン（日本） 

コンサルタント契約 なし 

事業化調査（ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ

ｰ･ｽﾀﾃﾞｨ：F/S)等 

1. 朔県‐黄驊港鉄道建設事業 F/S 鉄道部第三設計院（1993 年） 

2. 河北黄驊港建設事業 F/S 中交第一航務工程勘察設計院、中交水運

計画設計院（1993 年） 

関連事業（if any） 円借款 神木－朔県鉄道建設事業（CXII-CXV-P35）1991-2000 年 

 

2．調査の概要 

2.1 外部評価者 

 岸野 優子 （アイ･シー･ネット株式会社） 

 

2.2 調査期間 

 今回の事後評価では、以下のとおり調査を実施した。 

 調査期間：2009 年 9 月～2010 年 9 月 

                                                   
6審査時(1995 年)の実施機関は華能精煤公司だったが、組織改変により神華集団（同年 10 月）、神華能源股

份有限公司（2004 年 12 月）と 2 回変更になっている。詳細は「持続性」の項参照。 
7具体的実施機関とは、実施機関の監督のもと事業の運営・維持管理を行う機関を指す。 
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 現地調査：2010 年 2 月 22 日～3 月 17 日、5 月 12 日～13 日、5 月 22 日～27 日 

 

2.3 評価の制約 

 本事業では定性的効果として石炭消費地の環境悪化の抑制が挙げられていた。石炭供給

先は華東地区と華南地区をはじめ東部沿岸地区広範に及ぶ。このため、本評価の範囲では

これらの消費地域、消費先の環境状況まで調査することはできなかった。消費先の石炭消

費や環境対策の状況を把握するため、一例として実施機関子会社の火力発電所にて聞き取

り調査を実施した。同様に、もうひとつの定性的効果として挙げられていた沿線の地域経

済開発の促進についても、山西省から河北省まで 20 の市・県全ての状況について調査する

ことはできなかった。このため、本評価では事業による効果が高いと想定される具体的実

施機関所在地にて調査を実施した。 

 

3．評価結果（レーティング：A） 

3.1 妥当性（レーティング：a） 

3.1.1 開発政策との整合性 

（1）審査時の開発政策 

中国政府による第 8 次 5 カ年計画（1991-1995 年）では、炭田の開発と東西を結ぶ石炭輸

送システムの構築が掲げられ、鉄道輸送の能力増強を目的に新線の建設・電化・複線化等

が重点プロジェクトとされた。朔県－黄驊港鉄道建設事業と河北黄驊港建設事業は、第 9

次 5 カ年計画（1996-2000 年）と「2010 年までの経済発展長期目標」の中でエネルギー・交

通分野の総合的重点建設プロジェクトに指定された。 

 

（2）事後評価時の開発政策 

第 11 次 5 カ年規画（2006-2010 年）のエネルギー政策では、石炭資源を基礎とした安定

的で経済的、クリーンで安全な国産エネルギー供給体制の構築と、秩序ある石炭資源の総

合的な開発が挙げられている。国家発展改革委員会は石炭資源埋蔵量、輸送条件などを考

慮して神府東勝炭田を含む 13 の大型産炭地を選定し、大型炭鉱基地の建設、優良石炭企業

の形成、石炭生産能力の拡大、輸送インフラの整備が進められている。 

 このように中国政府は、石炭の秩序ある開発と安定的な生産と安全を保障するために、

郷鎮炭鉱を中心とした従来の石炭生産から、大型炭鉱を中心とした集約的、合理的で環境

保全を意識した生産体制へと移行することにした。大型炭鉱基地と積出港を結ぶ石炭輸送

インフラの整備は、中国のエネルギー政策において極めて重要である。 

 

 3.1.2 開発ニーズとの整合性 

（1）一次エネルギーとしての石炭需要 

 一次エネルギーの需要は、中国の急速な経済成長に伴い、1995 年以降年率 6.5％で増加し
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ている。1 人当たりのエネルギー消費量は、1995 年の 1089kgce8から 2008 年の 2015kgce へ

と増加した。一次エネルギーに占める石炭比率は、1996 年の 74.7％から低下したが、2009

年でも 69.5％と依然として高く、中国経済が石炭を主体としたエネルギーに依存している

ことがわかる。石炭需要は電力用を中心に大幅に増加し、石炭消費量は 2010 年には 33 億

トンに達する見込みである。今後も需要に見合う安全で持続的な石炭供給体制が必要とさ

れる。 

 

表 1 一次エネルギー消費の構造 

                    （単位：％） 

石炭 原油 天然ガス 一次電力
1995 74.6 17.5 1.8 6.1

1996 74.7 18.0 1.8 5.5

1997 71.7 20.4 1.7 6.2

1998 69.6 21.5 2.2 6.7

1999 69.1 22.6 2.1 6.2

2000 67.8 23.2 2.4 6.7

2001 66.7 22.9 2.6 7.9

2002 66.3 23.4 2.6 7.7

2003 68.4 22.2 2.6 6.8

2004 68.0 22.3 2.6 7.1

2005 69.1 21.0 2.8 7.1

2006 69.4 20.4 3.0 7.2

2007 69.5 19.7 3.5 7.3

2008 68.7 18.7 3.8 8.9

2009 69.5 17.5 3.5 9.5

エネルギー源別消費量シェア
年

 

出所：中国能源年鑑(1995－2009) 

 

（2）石炭鉄道輸送の重要性 

 京津冀地区（北京市、天津市、河北省）、東北地区、華東地区、華南地区で需要が増えて

いるのに対し、生産地は三西地区等に偏っていることから、石炭輸送のニーズは引き続き

高い。鉄道・水運・道路の輸送手段の中でも鉄道に価格優位性9があり、全国の石炭輸送の

70％以上を占める10。道路は費用の高さから主に短距離輸送が中心で、そのほか鉄道輸送枠

が与えられていない郷鎮炭鉱からの輸送に用いられている。表 2 に示すとおり、全国の石

炭鉄道輸送量は 1996 年の 7 億 2058 万トンから 2006 年の 11 億 2031 万トンに増え、全貨物

輸送の約 40％を占める。華北地区では全貨物輸送に占める石炭の割合は 5 割以上で、特に

鉄道輸送の重要性が高い。 

 

                                                   
8標準石炭換算キロ（kg of coal equivalent）は、石炭 1 キロに相当する発熱量で、世界の 1 人当たり平均の

消費水準である 2500kgce トン（標準石炭換算）を下回る。
http://www.spc.jst.go.jp/hottopics/0905nuclear_e_dev/r0905_wu.html 
9鉄道 0.0975～0.12/トン・キロに対し、道路は 1.2 元/トン・キロ。北京中研縦横経済情報センター「2010-2013

年中国石炭運輸状況報告書」（2010）P.47  
10石炭エネルギーセンター「ワールド･コール･レポート Vol.1」(2009) 

http://www.brain-c-jcoal.info/worldcoalreport/S01-03-02.html 
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表 2 鉄道による石炭輸送量（実績） 

                           （単位：万トン） 

全貨物 石炭 比率 全貨物 石炭 比率
1996 51,335 31,816 62.0 171,024 72,058 42.1

1999 51,961 29,196 56.2 167,554 64,922 38.7

2000 53,659 31,815 59.3 178,581 68,546 38.4

2001 62,729 36,609 58.4 193,189 76,623 39.7

2002 67,157 38,250 57.0 204,956 81,852 39.9

2003 73,687 41,384 56.2 224,248 88,133 39.3

2004 87,590 48,023 54.8 249,017 99,209 39.8

2005 101,556 56,161 55.3 269,296 107,084 39.8

2006 112,086 61,340 54.7 288,224 112,031 38.9

全国華北

 

出所：中国交通統計年鑑(1996、1999－2006) 

 

（3）石炭鉄道輸送ルートと本事業の必要性 

 三西地区からの石炭鉄道輸送には、北路、中路、南路があるが、北路が主要ルートであ

る。大秦線（大同－秦皇島）、神朔線（神木－朔県）、朔黄線（朔県－黄驊港）、豊沙大線（大

同－沙城－豊台）、京原線（原平－北京）を経て、北部石炭主要港である秦皇島港、唐山港

11、天津港、黄驊港から搬出されるルートと、集通線（集寧－通遼）で東北へ輸送するルー

トからなる。主要港までのルートのうち豊沙大線と京原線は、旅客や他の貨物も輸送して

おり石炭の輸送能力は飽和状態に近い。石炭専用線の大秦線は、京秦線（北京－秦皇島）

が旅客輸送専用になった影響で石炭輸送量が増加したことに加え、環境問題もあって輸送

能力の拡大に限度がある。このため、朔黄線は北路における大秦線に続く第二の石炭専用

線として重要な役割を持つ。 

 

 3.1.3 日本の援助政策との整合性 

 日本政府の経済協力総合調査団などによる中国政府との政策対話を踏まえ、2001 年、日

本の対中国援助方針が決められた。方針では、経済インフラ整備に資する協力を行うとと

もに、中国のバランスのとれた発展を支援するとの観点から、豊富な資源を活用した開発

への協力を進めることにした。重点分野のひとつである経済インフラでは、運輸・交通施

設建設による輸送能力の増大、エネルギーの供給不足に対応することなどが示された。本

事業もその一環としてのインフラ整備事業であり、審査時の援助政策との整合性は高い。 

 

 以上より、本事業の実施は中国の開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に合致

しており、妥当性は高い。 

 

                                                   
11唐山港京唐港区と唐山港曹妃甸港区がある。曹妃甸港区では 2008 年に石炭埠頭（取扱能力 5000 万トンが

完成。 
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3.2 効率性（レーティング：a） 

3.2.1 アウトプット（計画と実績の詳細は P.2-27 参照のこと） 

（1）朔県－黄驊港鉄道建設事業 

 車両の調達と建物の建設に変更があったほかは、ほぼ計画通りに神木－朔県鉄道と接続

する神池南から黄驊港までの電化鉄道が建設された。 

 機関車・貨車は実施機関の支社である鉄路貨車公司からのリース、並びに他事業で調達

することにしたため、本事業で調達されたのは機関車 41 両（計画 157 両）、貨車 3000 両（計

画 5616 両）にとどまった。これは、審査時、事業完成後の需要に応じて運行の有無を検討

することにしていた旅客便が最終的に取りやめられたことによる。これは、道路網の発展

によって地域住民等のアクセスが大幅に改善されて旅客鉄道輸送の必要性が低下し、石炭

輸送を第一義とする本路線では旅客輸送を取りやめるのが妥当との判断に基づく。 

 建物面積は計画の 88 万㎢から 28 万㎢に減尐した。具体的実施機関の組織管理をより効

率的な体制に変更したことに伴い、採用職員が大幅に削減され必要な執務室や職員福利厚

生施設等の建物も減り、駅数は 34 から 33 へと減った。 

 

 

 

 

図 2：貨車  図 3：粛寧北駅 

 

（2）河北黄驊港建設事業 

 バースの規模と荷役設備の調達数に変更があったほかは、ほぼ計画通りに実施され、取

り扱い能力 3000 万トン/年12の石炭専用積出港が完成した。 

 審査時は、利用船型を 2～3.5 万 DWT 級と予測し、3.5 万 DWT 級バースを 4 基建設する

ことを計画していた。その後、輸送コスト面で優位な大型船が増加する傾向にあったこと

から、3 基を 5 万 DWT 級バース 2 基へ変更し、浚渫の水深を－9.4m から－11.5m へと拡大

した。評価時点では 3 万 DWT 級以上の船舶が半分を超え、最大船舶は 8 万 DWT 級に達し

ている。環境の変化に応じた適切な計画変更により、効率的な石炭輸送が実現されたとい

                                                   
12その後、実施機関が 1998 年に買収した遼寧省の遂中発電所に石炭を供給することを目的に、2003 年、自

己資金で 1 万 DWT 級のバースが建設された。さらに 2004 年には取扱設計能力 3000 万トン/年の工事（第

2 期工事）が完成したため、2005 年には取り扱い能力 6500 万トンに達した。 



 2-8 

える。 

 荷役設備は、審査時、石炭船積込量や石炭輸送列車の搬送量から調達数が算出された。

安全で安定した運転を保障するため、点検・保守・緊急用にカーダンパー（Car dumper）13、

スタッカー(Stacker)14、リクレイマー(Reclaimer)15をそれぞれ追加調達した。 

 

 

 

 

図 4：カーダンパー  図 5：スタッカー／リクレイマー 

 

3.2.2 インプット 

3.2.2.1 事業期間 

（1）朔県－黄驊港鉄道建設事業 

 2001年12月に正式運転が始まり、全体期間は計画通りの1995年11月～2001年12月（74カ月）

だった16。車両は一部リースで対応することにし、新規調達分は正式運転開始後の石炭輸送

実績に基づき数量を決定することにしたため、当初計画より37カ月遅延した。 

 

（2）河北黄驊港建設事業 

 全体期間は1997年9月～2003年12月（76カ月）を計画していたが、実際は1997年9月～2002

年1月（53カ月）で計画を下回った（計画比69.7％）17。港湾建設の実績も能力も高い建設会

社へ委託し、当初計画していなかった冬期も工事を継続したことが要因である。 

 

3.2.2.2 事業費 

（1）朔県－黄驊港鉄道建設事業 

 総事業費は 2354 億 4900 万円で当初の計画時182497 億 3800 万円の 94％だった。このうち

外貨は 603 億 4700 万円で同計画比 99％（承諾額比 83％）、内貨は 1751 億 200 万円だった。

                                                   
13貨車に積載された石炭を降ろす機械。 
14貯炭場に石炭を広くばらまく機械。 
15貯炭場の石炭を連続的に採集しベルトコンベヤに送る機械。 
16完成の定義は正式運転の開始時期。 
17完成の定義は正式運転の開始時期。 
18「朔黄－黄驊港鉄道建設事業(1)」(CXVII-P72)の計画時を指す。 
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機関車や貨車の一部を他から調達したり、客車の調達が不要になったりしたことから、車

両調達にかかる事業費が減った。他方、人民元の対円為替レートが上昇したこと（審査時：

1 元=11.7 円、評価時：1 元＝13.793 円）から外貨建て総事業費では大きな縮小とはならな

かった19。 

 

（2）河北黄驊港建設事業 

 審査時の計画では総事業費 668 億 2200 万円の 23％にあたる 154 億円を外貨で融資し、残

り 514 億 2200 万円を国家開発銀行借款、河北省出資、自己資金で賄うことになっていた。

最終的な総事業費は 683 億 2592 万円（計画比 102％）で、外貨分は 7.1％にあたる 48 億 5300

万円、内貨分は 634 億 7292 万円だった。外貨分が約三分の一に減ったのは、荷役設備の一

部調達を内貨に切り替えたためである。詳細情報や根拠となる文書は得られなかったが、

JICA と実施機関への聞き取りによれば、これは、JICA の調達ガイドラインに沿い、石炭荷

役設備の入札評価結果について日本側と中国側で協議が重ねられたが、これに時間を要し、

実施機関がバース供用開始の遅延を避けるため、内貨に切り替えて調達することを提案し

内貨調達対象として再入札になったためである。 

全体の工期や事業費、事業目的達成には大きな影響はなかったが、荷役設備全体の調達

費は計画の約 2 倍に増え、結果的には借款の執行率が低くなった。 

 

 以上より、本事業は河北黄驊港建設事業の総事業費が計画を若干上回ったものの、そ

の他は計画に収まったため、全体的な効率性は高い。 

 

3.3 有効性（レーティング：a） 

3.3.1 定量的効果 

 3.3.1.1 朔黄鉄道の輸送量 

 2000 年 5 月に神池南－粛寧北間の軌道が完成し、運転が開始された。2001 年 8 月には粛

寧北－黄驊港間の軌道が完成、同年 12 月に全線での正式運転となった。石炭輸送量は 2003

年に計画の 3650 万トンを超え、2004 年に自己資金にて粛寧北－黄驊港間を単線から複線に

拡大し 7470 万トンまで増えた。2006 年には黄驊港駅のひとつ手前の黄驊港南駅から北の天

津港まで向かう黄万鉄道が完成したことから、輸送量は 1 億トンを超えた。この実績は三

西地区からの石炭輸送量の 16.4％、北路の 26.3％を占める。2009 年の粛寧北－黄驊港間の

複線化と黄万鉄道建設による輸送量増加分を除く本事業の効果は、6000 万トン程度（計画

比 200％）と考えられる。 

 

 

 

 

                                                   
19現地通貨では計画比 79％となった。 
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表 3 朔黄線石炭輸送量 

（単位：万トン） 

2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009

神池南－粛
寧北間軌道

完成
事業完成 全線電化

計画 500 2,050 3,650 3,650 3,650 3,650 3,650 3,650 3,650 3,650

実績 547 1,639 3,256 5,439 7,470 9,550 11,217 13,318 13,484 14,944  

出所：計画値-審査資料、実績値-神華能源股份有限公司 

注：2005 年以降は粛寧北－黄驊港複線化による輸送量を含む。 

 

運行数は、2001 年の計画輸送量 2050 万トンをもとに 1 日 16 本と計画された。必要輸送

量を確保するため、1 日当たりの運行数を年々増やし、2009 年には 115 本まで拡大した。本

事業のみによる輸送量を 6000 万トン/年とすると、本事業による 1 日当たりの運行数は 40

本の計算になる20。安全運行できる最大運行数に達しているため、今後は編成車両数を現在

の 66 両から 108 両、216 両と段階的に追加して輸送量を拡大する計画である。既に 2009 年

10 月から 108 両編成の試運転を開始し、橋梁の強化等国務院の規定に沿った安全対策をと

っている。 

 

 
図 6：朔黄鉄道と SS4B 機関車 

 

 3.3.1.2 黄驊港の石炭搬出量 

 供用開始翌年の 2003 年には計画の 3000 万トンに達した。その後、自己資金で第 2 期拡

張工事を実施し 2005 年までに取扱設計能力は 6500 万トン/年になった。2006 年以降の黄驊

港の石炭搬出量は年間 8000 万トン前後と設計能力の 1.2 倍程度であることから、本事業の

効果は 3600 万トン程度と考えられる。全体の 20％にあたる年間 600 万トンを海外に輸出す

                                                   
201 貨車当たり積載重量は 63 トン（2009 年）。 
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ることを計画していたが、実際は 7843 万トン（2009 年）のうち 93％にあたる 7327 万トン

が国内搬出、残りの 516 万トンが日本、韓国、フィリピンなどへの輸出であり、ほとんど

が中国国内向けである。 

 

 

 

 
図 7：朔黄鉄道の終点 

朔黄鉄道で運ばれた石炭はカーダンパーで貨車から

卸ろされ、ベルトコンベアで貯炭場に運ばれる。 

 図 8：貯炭場（能力 200 万トン） 

 

 バース占有率21は 2004 年以降 80％台を維持している。バース占有率が高くなりすぎると

滞船時間に影響を及ぼす場合があるが、具体的実施機関によればバースが有効で効率的に

活用できる水準とのことである。滞船時間は船舶の大型化に伴い荷役作業に時間がかかる

ようになり上昇傾向にあるものの、荷役目的以外の係留もなく、2009 年は 1.81 時間と効率

性に問題はない。 

 現在、第 3 期工事として取扱設計能力 1500 万トン/年のバースを自己資金にて建設中で

2010 年に完成する予定。さらに 2013 年までに取扱設計能力 5000 万トン/年の新たなバース

を建設し、黄驊港は全部で年間 1 億 3000 万トンの取扱能力を持つ石炭積出港となる。 

 

表 4 黄驊港の運用・実績 

（単位：万トン） 

 

2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009

事業完成

計画 － 3,000 3,800 6,500 7,500 8,000 8,500 8,100

実績 1,653 3,116 4,543 6,709 8,050 8,161 7,803 7,843

内国内搬出 N/A N/A N/A N/A N/A 6,825 6,133 7,327

バース占有率 実績 60% 74% 83% 83% 83% 87% 85% 85%

石炭搬出量

 

出所：神華能源股份有限公司 

 

                                                   
21バース占有率は、バースが有効に活用されているかを評価する指標で、バース占有時間/バース稼働時間。 
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図 9：5 万 DWT 級バース  図 10：第 1 期バース（本事業）（左） 

 

3.3.1.3 内部収益率の分析結果 

（1）財務的内部収益率（FIRR） 

1）朔県－黄驊港鉄道建設事業 

 2009 年を基準年、プロジェクトライフを 25 年として本事業のみの FIRR を再計算した結

果は 6.9％で、審査時の 12.6％を下回った。費用計算には事業費、運営・維持管理費、税金

を用い、便益計算には石炭輸送収入を用い、「事業あり」の収入と「事業なし」の収入の差

額分をもって算出した。審査時と比較して低い値となった主な理由は、運営・維持管理費

が計画よりも大幅に増えたことである。現在の中国の資本機会費用22は 5.3％と 6.9％を下回

ることから、本事業の収益性は財務的に優位といえる。 

 

2）河北黄驊港建設事業 

 2009 年を基準年、プロジェクトライフを 20 年23として本事業の FIRR を再計算した結果、

審査時の 8.27％に対してマイナスになった。費用には事業費、運営・維持管理費、税金を

用い、便益には港湾荷役取扱手数料収入を用いた。輸出向け港湾手数料を過大見積してい

たこと、荷役取扱単価が低いことがマイナスの原因である。 

 

（2）経済的内部収益率（EIRR） 

 朔県‐黄驊港鉄道建設事業と河北黄驊港建設事業を合わせた EIRR は 34.3％24となった。

高い収益性を示したのは神木－朔県鉄道建設費が埋没費用として除外されていることが大

きい。審査時の EIRR は 15.8％と算出されたが、評価時と便益計算方法が異なるため比較す

るのは適切ではない。審査時は費用を事業建設費、運営・維持管理費とし、便益を既存道

路拡大の代替案との差額、時間節約効果としていたが、評価時の正負の便益には鉄道・港

建設による石炭増産分の価値と二酸化硫黄増加費用を用いた。神府東勝炭田から産出され

                                                   
22資本機会費用は 2008 年末に改定された短期貸付基準金利を採用。 
23審査時は 25 年とされていたが、評価時は 20 年に修正された。 
24プロジェクトライフを 20 年として計算。 
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る石炭はすべて鉄道輸送され、道路輸送されることはない。つまり、鉄道輸送能力によっ

て石炭生産が決まる。このような特殊事情を考慮すると、「事業あり」の便益をトラック輸

送による走行経費や輸送時間の節約とするよりも、石炭増産とするほうが現実的だからで

ある。石炭増産・燃焼に伴う二酸化炭素排出量増加の環境負荷コストは含めていない。 

 

 3.3.2 定性的効果 

 3.3.2.1 石炭消費地の環境悪化の抑制 

 本事業の定性的効果として、低硫黄炭（神府東勝炭）使用による環境悪化の抑制が挙げ

られていた。本評価では火力発電所等の石炭消費先の硫黄酸化物25（SOx）、窒素酸化物26

（NOx）、煤塵排出量のデータを入手できなかった。このため、効果を分析することはでき

ないが、低品質の石炭が硫黄含有率 0.31-0.86％と低い良質炭に代替されたと仮定するなら

ば、論理的には本事業によって硫黄酸化物排出量を抑えたといえる。しかし、環境負荷の

軽減は燃料転換だけではなく、省エネルギー対策や排煙脱硫・脱硝装置の設置等の環境汚

染防止対策にも大きく左右される。 

 本評価で視察した神華能源股份有限公司傘下の国華滄東火力発電有限責任公司では、排

煙脱硫装置、排煙脱硝装置、静電気式集塵装置といった環境設備を十分に備えていた。熱

効率は 43％以上と高く、1 キロワット当たりの石炭消費量は 315g と国家基準の 349g を下

回り、十分な環境対策がとられていた。 

 

 

 

 

図 11：国華滄東火力発電所  図 12：排煙脱硫装置 

 

 他方、増産された石炭の燃焼によって二酸化炭素の排出量は確実に増加している。石炭 1

トン燃焼当たりの二酸化炭素排出量は約 2.4 トンといわれ27、本事業が中国国内に供給した

約 9 割が燃焼されたとすると、年間約 3 億 2279 万トン（2009 年）の二酸化炭素が排出され

ている計算になる。以上を総合すると、本事業実施によって環境負荷の増加率を抑止する

                                                   
25大気汚染や酸性雨等の原因となる酸化物で，石油や石炭等硫黄分が含まれる化石燃料の燃焼により発生す

る。 
26光化学スモッグや酸性雨等の原因となる酸化物。 
27環境省(2008)http://www.env.go.jp/policy/chie-no-wa/download/0502/0502d-2.pdf 
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側面はあるが、環境悪化が抑制されたとは必ずしもいえない。 

 

 3.3.2.2 沿線都市の地域経済の開発 

 もうひとつの定性的効果として、沿線の地域経済開発が促進されることが期待されてい

た。朔黄鉄道は山西省、河北省の 2 省、20 の市と県を通り、輸送される石炭のうち 22％が

沿線で消費される。本事業による地域経済への影響について、沿線都市の中から具体的実

施機関の所在地である河北省粛寧県と黄驊港のある河北省黄驊市にて調査を実施した。粛

寧県内に沿線上の 4 大駅28のひとつ粛寧北駅と、京九鉄道と交差する王佐駅と粛寧南駅が建

設され、黄驊市内にやはり沿線上の 4 大駅のひとつである黄驊港駅、黄万鉄道に接続する

黄驊南駅などが建設されている。 
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図 13 粛寧県と黄驊市の域内総生産（GRDP） 

出所:河北経済年鑑（2000-2007 年）、粛寧県政府（2008-2009 年） 

 

 河北省滄州市の最西端に位置する粛寧県は、審査当時、農業人口が 95％で、域内総生産

（GRDP）9 億 2000 万元の貧困県だった。石炭輸送量が大きく増加し始めた 2003 年から急

速に経済が成長し、2009 年には農業人口 79％、GRDP80 億 2000 万元までになった。2003

年から 2008 年までの GDRP 年平均成長率は河北省の 18％と比較して 24％と高い。1 人当た

りの所得は 2001 年の 5145 元から 2009 年の 1 万 5496 元へ、農民 1 人当たりの所得は 2404

元から 5216 元へと増加した。県政府によれば、具体的実施機関の設立によって就業機会が

増えただけではなく、年間数百万トンの石炭が粛寧県からトラックで周辺地区へ運送され

ることになり、石炭積み卸しや運送業等の石炭関連事業でも雇用が創出されたとのことで

ある。2009 年の県の財政収入の約 60％が具体的実施機関からの税収ということで、地域経

済の開発にプラスの影響を及ぼしている。 

 黄驊市は河北省滄州市から約 55km 東にあり、黄驊港はそこからさらに 45km ほど東の渤

海沿岸に位置する。2001 年、黄驊市では港周辺の地域経済を発展させるため黄驊港開発区

を設置した。黄驊港完成後の 2003 年以降、地域経済は緩やかに伸びたものの、それほど大

きな発展にはつながらなかった。朔黄鉄道で輸送された石炭は、黄驊市では港に隣接する

                                                   
28神朔線、朔黄線、黄万線を通じた沿線で神木南駅、粛寧北駅、黄驊港駅、神港駅が 4 大駅とされる。 
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火力発電所で消費される以外、すべて搬出されてしまうことが影響していたと考えられる。

2004 年、地域経済開発を目的とした河北省による黄驊港総合港区建設計画が始まり、さら

に 2007 年に滄州渤海新区29が設置されると、急速に経済が成長した。完成した本事業を基

盤にして、黄驊港の総合開発や化工産業区開発が始まり、地域経済の大きな一歩を踏み出

すことになった。 

 

 以上より、本事業の実施により計画を超えた効果がみられ、有効性は高い。 

 

3.4 インパクト 

3.4.1 インパクトの発現状況（石炭供給不足の解消） 

 3.4.1.1 神府東勝炭田の石炭生産量の増加 

 本事業実施により、神府東勝炭田の生産量は審査時（1995 年）と比べ約 30 倍（2009 年）

になり、中国の総石炭生産量に占める割合は 0.41％から 5.38％30へと大きく上昇した。 

 審査当時、神府東勝炭田から東へ輸送する石炭鉄道は、神木と約 171km 北の包頭を結ぶ

包神線から大同を経由して秦皇島港へ至るルートしかなかった。輸送能力が 1000 万トン/

年に限られていたため神府東勝炭田の石炭生産量も制限されていた。埋蔵量約 2300 億トン

を誇る神府東勝炭田の石炭を安定的に供給していくため、神木－朔県鉄道建設事業（円借

款）と本事業が実施され、北部石炭積出港までの輸送能力は大幅に拡大された。神府東勝

炭田の石炭生産量は図 14 に示すとおり、2003 年、2004 年の複線化、2004 年の黄驊港取扱

能力の拡大、2006 年の黄万線（黄驊港南－天津）の開通、天津神華石炭埠頭バース（取扱

能力 4500 万トン/年）の完成、1 日当たり運行数の増加等、輸送能力の拡大とともに急速に

増えた。既存鉄道や港の輸送能力拡大計画もあって、2010 年の石炭生産量は 1 億 9200 万ト

ンに達する見込みである。 

                                                   
29滄州市東部の黄驊市、海興県、黄驊港開発区、臨港経済技術開発区、南大港管理区と臨港化学工業区の六

つの県級の行政区域を含む。中国の「西煤東運」（＝西部の石炭を東部へ輸送する）の戦略通路であり、重

化学工業、製造業、電力エネルギー基地を目指す。 
30中国能源年鑑、神華能源股份有限公司 
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図 14 神府東勝炭田の石炭生産量 

出所: 神華能源股份有限公司 

 

 3.4.1.2 東部沿海地区の石炭供給不足の解消 

（1）朔黄鉄道で輸送される石炭の搬出・消費先 

 朔黄鉄道で輸送される石炭は黄驊港から搬出されるほか、沿線で消費されたり、国鉄京

九線（北京－九江）経由で北京・天津や河北省・山東省に輸送されたり、黄万鉄道を経由

して天津港から搬出される。下表のとおり、全体の半数以上が黄驊港から搬出されている。

なお、その 9 割以上が国内向けである。 

 

表 5 朔黄鉄道で輸送される石炭の搬出・消費先とその割合 

（単位：万トン） 

黄カ港から搬出 8,161 61% 7,803 58% 7,843 52%

天津港から搬出 1,890 14% 2,324 17% 2,110 14%

沿線発電所消費 609 5% 616 5% 1,043 7%

その他の沿線消費 1,012 8% 996 58% 2,266 15%

京九線から国鉄線輸送 1,647 12% 1,743 13% 1,682 11%

合計 13,318 100% 13,482 100% 14,944 100%

20092007 2008

 
出所: 神華能源股份有限公司 

 

（2）黄驊港からの国内搬出先 

 黄驊港からの国内搬出量と供給先は表 6 のとおり、約 7 割が東部沿海地区の華東、3 割弱

が華南で、中国の経済成長のエンジンともよばれる長江デルタ地域31、珠江デルタ32地域が

中心である。同地域の 2007 年の石炭消費量はそれぞれ 10 億 1544 万トン、5 億 1229 万トン

                                                   
31上海、南京、鎮江、揚州、泰州、南通、江陰、常州、無錫、蘇州、嘉興、湖州、杭州、紹州、寧波、舟山

等の 16 都市を含む。2004 年から 2010 年までの間の長江デルタ地域における新規港湾の取扱能力の増加は

7 億トン以上。 
32広州、深圳、珠海、東莞、中山、江門、肇慶、仏山、恵州等の 9 都市を含む。2004 年から 2010 年までの

間の珠江デルタ地域における新規の港湾取扱能力の増加は 4 億トン。 
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で、そのうち 4.6％、3.6％が黄驊港からである。 

 

表 6 黄驊港からの国内搬出量とその割合 

                       （単位：万トン） 

東北 341 5.0% 254 4.1% 182 2.5%

華東 4,624 67.7% 4,384 71.5% 5,267 71.9%

華南 1,861 27.3% 1,495 24.4% 1,878 25.6%

合計 6,825 100% 6,133 100% 7,327 100%

2007年 2008年 2009年
搬出先
地区

石炭輸送量

 
出所： 神華能源股份有限公司 

注：華東に湖北省を含む。 

 

表 7 地域別消費量と神府東勝炭消費量（2007 年） 

                        （単位：万トン） 

華北 東北 華東 華南

石炭消費量 79,195 32,924 101,544 51,229

朔黄鉄道 1,949 748 4,624 1,861

シェア 2.5% 2.3% 4.6% 3.6%  

出所：中国能源年鑑、神華能源股份有限公司 

注：神府東勝炭消費量は朔黄鉄道または黄驊港からの石炭輸送量。 

注：華東に湖北省を含む。 

 

(3)北部主要港の石炭搬出量の推移 

 これまでみてきたとおり、本事業は東部沿海地区の石炭供給不足の解消に貢献している。

ここでは北部主要港のなかで黄驊港がどのような位置づけにあるのかを確認する。 

 三西地区から東部沿海地区への石炭供給ルートは、鉄道で環渤海港湾地域と長江デルタ

地域33の北部主要石炭積出 7 港まで輸送され、海上輸送または河川輸送に受け継がれ各需要

地区に搬出される。2008 年の石炭搬出量は、7 港のうち石炭取扱能力 2 億 5000 万トン/年の

秦皇島港が最も大きく全体の 44％を占める。次いで天津港（20％）、黄驊港（16％）、唐山

港（8％）、連雲港（6％）、日照港（4％）、青島港（3％）の順となっている。 

 

                                                   
33中国交通部の「全国沿海港湾配置計画」では全国沿海港湾を環渤海、長江デルタ、東南沿海、珠江デルタ、

西南沿海という 5 地域の港湾群に分類している。環渤海地域の港湾群は遼寧（大連港、営口港等）、天津河

北（秦皇島港、天津港、黄驊港、唐山港）、山東省（青島港、煙台港、日照港）の沿岸港からなる。連運港

は長江デルタ地域に含まれる。 



 2-18 

 
図 15：北部主要石炭積出 7 港と中長期鉄道石炭輸送計画 

出所：国務院 中長期鉄道石炭輸送系統計画（2008）をもとに作成。 

 

 各積荷港からの石炭搬出量は図 16 のとおりで、石炭専用鉄道や石炭専用積出バースの拡

張工事が進む秦皇島港、天津港、黄驊港の伸びが著しい。一方、連雲港や青島港は石炭専

用鉄道がなく、バース拡張工事も実施されていないため、大きな変化はみられない。今後、

成長が見込まれるのは唐山港である。2008 年に唐山港曹妃甸港区に取扱能力 5000 万トン/

年の石炭バースが完成したのに加え、国家発展改革委員会は大秦線、神朔・朔黄線に次ぐ

第三の石炭専用鉄道（設計輸送能力 2 億トン/年）を内蒙古自治区の準格爾から同港まで建

設することを決定している。黄驊港に関しては、1)朔黄鉄道 3 億 5000 万トン/年、黄驊港 1

億 3000 万トン/年までの能力拡張計画、2)輸送費の比較優位性34、3)河北省邯鄲から黄驊港

を結ぶ邯黄鉄道（設計能力 4000 万トン/年）の建設開始（2010 年）、4)黄驊港南と山東省大

家洼を結ぶ黄大鉄道（設計能力 5000 万トン/年）の建設計画等、搬出量を増加させる要素

がある。今後上位港の競争も想定されるため、中国全体の石炭安定供給に向けた協調体制

が望まれる。 

                                                   
34神府東勝炭田から石炭積出港までの石炭 1 トン当たりの輸送コストは、包神線－大秦線－秦皇島港、神朔

線－大同線－秦皇島港よりも 80 元、朔黄線－粛寧北－王佐－津覇－天津港よりも 40 元低い。 
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図 16 北部主要石炭積出港の石炭取扱量 

出所：中国港口年鑑 2009 年 

注：唐山港 2002 年データ N/A 

 

 3.4.1.4 火力発電量の増加（発電用石炭消費量の増加） 

 石炭輸送能力の拡大に伴う石炭生産量の増加の背景には、経済成長と生活レベルの向上

に伴うおう盛な電力需要がある。図 17 のとおり、全体の約 50％を占める発電用石炭消費量

は、1995 年の 4 億 4440 万トンから 2007 年の 13 億 549 万トンへと約 3 倍に増え、2005 年

には中国全体で容量約 7000 万キロワットの火力発電設備が新設された35。 

 本事業の主な供給先である華東地区、華南地区では発電の 91.5％、67.3％（2009 年）が

石炭火力発電によるもので、同地区の火力発電量はそれぞれ 1995 年の 2667 億キロワット

時、1583 億キロワット時から、2008 年の 10193 億キロワット時、5536 億キロワット時へと

3 倍以上に増えた36。本事業で輸送される石炭の 9 割以上が火力発電所で消費されており、

輸送能力拡大による石炭供給不足の解消が火力発電量の増加に結びついているといえる。 

 

                                                   
35北京中研縦横経済情報センター「2010-2013 年中国石炭運輸状況発展報告書」（2010）P.110 
36中国能源年鑑 
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図 17 石炭消費量と発電用石炭消費量 

出所：中国能源統計年鑑(1991-1999）、中国統計年鑑（2000‐2004） 

 

3.4.2 その他、正負のインパクト 

 3.4.2.1 事業地周辺の環境へのインパクト 

朔県－黄驊港鉄道建設事業では、大規模な駅や検収修理施設に集塵機や脱硫装置、排水

処理施設を設置し、沿線上には騒音障壁を取り付けるなど、ほぼ計画通り環境負荷軽減措

置がとられた。事業完成後は、実施機関、具体的実施機関、各駅がそれぞれモニタリング

管理を実施している。具体的実施機関である朔黄鉄路発展有限責任公司による主要地点の

モニタリング結果は国家排出基準値内で、本事業による環境への大きな悪影響は発生して

いない。 

 黄驊港建設事業の主な環境対策は炭塵の飛散防止と貯炭場からの浸出水の処理である。

カーダンパーやベルトコンベア等石炭搬送施設には除塵設備や防塵カバーを設置し、貯炭

場では石炭の粉塵が飛散しないよう遮風フェンスを設けて 1 日 2 回散水している。貯炭場

からの浸出水は排水処理後、海へ排出される。モニタリングは、具体的実施機関の環境部

門が処理水を 1 日 1 回、煤塵を月 1 回検査し、本事業を所管する滄州市環境保護局が排水、

海水、煤塵、船舶バラスト水、ボイラー排ガスを年 1 回観測している。騒音に関しては、

2010 年 2 月に測定機器が購入され、今後モニタリングを開始する予定。2009 年のモニタリ

ング結果によれば、環境への大きな悪影響は発生していない。 

 

 3.4.2.2 住民移転・用地取得 

朔黄鉄道建設事業では山西省と河北省で合計 2732 ヘクタールの用地が取得され、用地取

得費は 4 億 992 万元だった。住民移転に関しては移転数や住民移転計画の有無などの詳細

情報が得られなかったが、具体的実施機関によると、各地方政府の土地管理部門が宅地審

査手続きをして、住民が自ら移転の手続きを行い、比較的良好に実施されたとのことであ

る。住民に対する補償金額は 1 億 2800 万元だった。 
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黄驊港建設事業では 333 ヘクタールの用地が取得され、用地取得金額は 2000 万元、漁民

に対する補償金額は 4000 万元だった。住民移転は発生していない。 

 

以上のとおり、本事業は石炭輸送・搬出能力を拡大し、石炭供給、電力供給を通じて主

に華東と華南の経済発展に貢献している。本事業の受益者は約 6539 万人37と推定される。 

 

3.5 持続性（レーティング：a） 

3.5.1 運営・維持管理の体制 

（1）実施機関 

 審査時の実施機関は、1985 年に設立された中国華能集団公司38の下部組織の華能精煤公司

だった。直後の 1995 年 10 月、国の会社法に基づき、企業の近代化経営を図るため国家 100％

出資の国有企業神華集団が設立された。同時に中国華能集団公司傘下から外れ本事業の実

施機関となった。2004 年 12 月、株式上場39に向け、57 の分公司と子会社からなる神華能源

股份有限公司（以下、神華能源）を設立し、収益性の高い主な事業（石炭・鉄道・港湾・

電力）を委譲した。これに伴い、実施機関は神華集団から神華能源へ変更になった（図 18

参照）。2008 年の出資比率は神華集団 73.86％、香港の株主 17.09%、上海の株主 9.05％とな

っている。神華能源は、2008 年時点で職員 5 万 9543 人、総資産 2755 億 4000 万元の中国国

内最大、世界第 2 位の石炭企業である。 

 

（2）具体的実施機関 

 神華能源の子会社である朔黄鉄路発展有限責任公司（以下、朔黄鉄路公司）と神華黄驊

港務有限責任公司（以下、神華港務公司）が、それぞれの事業の具体的実施機関として運

営・維持管理にあたっている。ともに神華能源の支配権持ち株会社で、自主経営、独立決

算、損益自己負担による法人である。 

 

                                                   
37中国の 2009 年石炭消費量 30 億 5000 万トン、人口 13 億 3474 万人と、本事業の 2009 年石炭輸送量 1 億

4944 万トンから推定した。 
38国務院の承認によって設立された国有企業集団。 
392005 年 5 月 18 日に香港市場に上場、2007 年 10 月 9 日に上海証券市場に上場。 
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図 18 本事業の実施機関と具体的実施機関 

 

1）朔県‐黄驊港鉄道建設事業 

 朔黄鉄路有限責任公司は本事業を運営維持管理する組織として 1998 年 2 月に設立され、

2003 年 4 月に朔黄鉄路発展有限責任公司と名称を変更した。株主の出資比率（2009 年）は

神華能源 52.72％、鉄道部 41.16％、河北省政府 6.12％である。現在は、9 部、2 室、2 セン

ター、3 支社、1 子会社、1 ビジネスセンターからなり、4138 人を擁する。機関車・貨車リ

ース先の人材も含めた総人材数は 9750 人。9750 人のうち、維持管理に携わるのは運輸部、

原平区支社、粛寧区支社、機関車・車両区支社の 1 部 3 支社の合計 9278 人。輸送量拡大と

ともに毎年人材を採用し、維持管理に必要数を確保している。 

 軌道の維持管理には大規模修理、中規模修理、メンテナンスがあり、中・大規模修理は

使用状態に基づき実施する。メンテナンスは、上り線は毎年、下り線は隔年、機関車や貨

車の整備をする技術駅の発着線は毎年、その他の駅の発着線は 3 年に 1 回という頻度でい

ずれもマニュアルに基づき実施されている。レール、踏切部品、パッド等のスペアパーツ

は年間計画に基づき、滞りなく調達されている。 

 以上のように組織体制、維持管理体制ともに問題はみられない。 

 

2）河北黄驊港建設事業 

 神華港務公司は 1998 年 3 月に設立された。株主の出資比率（2009 年）は神華能源 70％、

河北省政府 30％と神華能源の持ち株比率が高い。神華能源が収入源である荷役取扱単価や

人件費を決定する等、経営権と人事権を握る。現在、15 部、1 室、3 センターからなり、職
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員 653 人を擁する。維持管理部門は設備部 36 人、積荷部 178 人、卸荷部 176 人、船舶管理

センター22 人、物流センター内生産サービスチーム 13 人の合計 425 人で、設備部が中心と

なってマニュアルに基づき、バース、荷役設備等の維持管理を実施している。大規模修理

は外部に委託し、月・週の定期点検は鉄道輸送量に支障が出ない日に実施している。部品

調達では EAM（設備資産管理:Enterprise Asset Management）システムを導入し、適切な調達

と故障等を未然に防ぐ体制をとっており、十分な維持管理体制がある。 

 黄驊港は地理的に沖積地にあり、海底が汚泥質であること、風も強いことから、土砂流

入や航路の埋没が進行しやすい。船舶の安全や円滑な航行を確保するため、適切な外航路

の維持浚渫が必要とされる。現時点では問題なく実施されているが、これにかかる維持管

理費の高さが指摘されており、今後、航路埋没の遅延化や維持管理費の低減等の工夫が求

められる。 

 

 3.5.2 運営・維持管理の技術 

（1）朔県‐黄驊港鉄道建設事業 

 技術職員は、職級別では上級職 0.42％、高級職 16.9％、中級職 34％、初級職 48.7％、技

能等級別では技師 1.3%、高級工 20.6%、中級工 44.5%、初級工 33.7%に分けられ、高級職、

高級工以上が約 2 割を占める。職員の教育は毎年計画・実施・評価のサイクルに基づき、

本社、支社、作業チームが社内教育、派遣研修、専門家派遣等を実施している。特に機関

車乗務員育成には力を入れており、座学、OJT、シミュレーション模擬の訓練終了後、国家

試験に合格することが義務付けられている。社内には外部講師を含む人材バンクが設置さ

れ、ここから指導者が配置される。評価は受講者のみならず、研修内容、指導者に対して

も実施されており、常に研修全体が改善されるような仕組みになっている。このように、

職員の技術レベルが高く、教育システムも整備されていることから技術的な問題はない。 

 

（2）河北黄驊港建設事業 

 10 年以上の港湾運営経験者は全体の 5.18％で、維持管理部門の社内基準に基づいた技術

レベルは上級 1.17％、中級 14.59％、初級 84.24％と圧倒的に初級が多い。現時点では特に

問題は生じていないが、レベルアップの必要性があるとして社内研修や外部研修を強化し

ている。 

 

 3.5.3 運営・維持管理の財務 

（1）朔県‐黄驊港鉄道建設事業 

 朔黄鉄路公司の 2006-2008 年の自己資本比率は 58％、49％、62％と高く、中長期的な安

定性を備えている。流動比率は 31％、16％、35％と短期的な返済能力は低いが、流動資産

のうち換金性の高い資産が多くを占め、さらに取引の多くは、神華能源の子会社間で行わ

れていることから安全性は確保されるといえる。年間営業収入は 2006 年 75 億 7501 万元、

2007 年 79 億 6010 万元、2008 年 82 億 2016 万元と順調に伸びている。年間純利益は 2006
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年 26 億 9929 万元、2007 年 33 億 8496 万元、2008 年 30 億 6241 万元と、2008 年に若干減っ

たものの、売上高粗利益率 67％、売上高純利益率 37％と収益性は高い。キャッシュフロー

もプラスで事業の財務的持続性は高い。 

 

表 8 朔黄鉄路公司の財務指標 

2006 2007 2008

総資本利益率(%) 15% 18% 16%

売上高粗利益率(%) 61% 70% 67%

売上高純利益率(%) 36% 43% 37%

総資本回転率(回） 0.41 0.43 0.44

流動比率(%) 31% 16% 35%

自己資本比率(%) 58% 49% 62%

キャッシュフロー(元） 340,950,883 387,259,020 413,052,123  

出所：朔黄鉄路発展有限責任公司 

 

（2）河北黄驊港建設事業 

 神華港務公司の自己資本比率は 2003-2007 年まで 20％前後であったが、2008 年に神華能

源と河北省から大規模な資本注入があり、50％まで上昇した。これにより、固定比率が 2008

年以前の 300～500％台から 2009 年の 166％までに落ちた。売上高のわりに固定資産への投

資が過大で、これら資産の長期にわたって拘束される費用が負担となっている。流動比率

は 48％、流動資産のなかでも棚卸資産の占める割合が高く、短期的な支払い能力は低い。

ただし、朔黄鉄路公司同様、神華能源の子会社であることから、安全性は確保されるとい

える。 

 

表 9 神華港務公司の財務指標 

2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009

総資本利益率(%) -5% -2% 4% 2% 2% 0% 1%

売上高粗利益率(%) -12% 9% 36% 33% 37% 38% 35%

売上高純利益率(%) -47% -15% 21% 9% 9% 0% 5%

総資本回転率(回） 0.11 0.13 0.20 0.21 0.22 0.21 0.22

流動比率(%) 43% 26% 10% 16% 15% 48% 48%

自己資本比率(%) 23% 16% 20% 22% 24% 47% 50%

キャッシュフロー(元） N/A 72,048,795 -9,890,526 75,335,613 -126,771,131 13,939,386 N/A  

出所：神華黄驊港務有限責任公司 

 

 石炭搬出量は計画通りであるにもかかわらず、2004 年までは営業利益、純利益ともにマ

イナスだった。外航路の水深を確保するための浚渫維持管理費が非常に高いことや主な収

入源である荷役取扱料の単価が他港と比べても低い水準であることが原因である。2004 年

にバースを新たに建設して石炭搬出量が 1.5 倍になると、2005 年は前年度比 59％増の営業

収入 14 億 8769 万元、営業利益 1 億 7842 万元に到達した。古くなったベルトコンベアを売

却するなど、営業外収入を伸ばし、2009 年に累積赤字を解消した。2010 年、株主が荷役取
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扱料の単価を 18元/トンから 21.6 元/トンに引き上げることを決定したこともあって 2010 年

度上半期には約 4 億 1000 万元の経常利益が見込まれており、収益性に改善傾向がみられる。

財務状況はやや厳しいものの、搬出量の拡大とともに営業収入の伸びが予測されること、

中長期的に神華能源の財政支援も期待できるため、持続性に大きな問題はないといえよう。 

 

表 10 神華港務公司の営業収入と当期未処分純利益 

（単位：千元） 

営業収入 営業利益 当期未処分純利益
2003年 651,513 -255,749 -524,590

2004年 938,597 -140,315 -664,928

2005年 1,487,686 178,421 -358,810

2006年 1,528,514 62,629 -218,186

2007年 1,599,332 105,986 -70,685

2008年 1,516,121 26,047 -72,382

2009年 1,607,623 126,777 7,298  

出所：神華黄驊港務有限責任公司 

 

 親会社である神華能源の営業収入は、2006 年 651 億 8600 万元、2007 年 821 億 700 万元、

2008 年 1071 億 3300 万元で、当期未処分純利益はそれぞれ 168 億 4300 万元、198 億 6700

万元、266 億 4100 万元である。資本金は 2008 年 2755 億 4000 万元、自己資本比率 62％と

中国でも有数の優良企業である。 

 以上のことを総合的に判断すると、財政面での持続性は高い。 

 

 3.5.4 運営・維持管理の状況 

 今次調査にて朔県‐黄驊港鉄道建設事業、河北黄驊港建設事業ともに、各種設備はほぼ

適切に維持管理されていることが確認された。実施機関と具体的実施機関からも運営・維

持管理上の問題は指摘されていない。 

 

以上より、本事業の維持管理は体制、技術、財務状況ともに問題なく、本事業によって

発現した効果の持続性は高い。 

 

4．結論及び教訓・提言 

4.1 結論 

本事業は中国の安定的な石炭供給体制構築のために実施された世紀をまたぐ国家重要プ

ロジェクトである。三西地区から東部沿海地区への主要な輸送インフラとして朔黄鉄道と

黄驊港が遅延なく供用開始となった。自己資金による拡張工事もあって、石炭輸送量は計

画を大きく上回り、国民経済と国家エネルギーの安全保障に重要な役割を果たしている。

実施機関である神華能源は中国最大の石炭企業であり、今後も子会社である朔黄鉄路公司
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と神華港務公司を通じて、適切な運営・維持管理体制が確保されると考えられる。 

 

以上より、本事業の評価は非常に高いといえる。 

 

4.2 提言 

 4.2.1 実施機関への提言 

 黄驊港は地理的に海底が汚泥質であるうえ風が強いため、航路の埋没が進行しやすい。

このため、船舶の安全や円滑な航行を確保するための航路浚渫の維持管理費が非常に高く

なっている。現段階では維持管理状況に問題はみられないものの、引き続き同浚渫にかか

る維持管理費用を確保すると同時にコストの低減を図り、収益性をさらに高めるよう努力

することが望ましい。 

 

 4.2.2 JICA への提言 

 なし。 

 

4.3 教訓 

 本事業は、鉄道と船舶による石炭輸送需要が高まるなかで、鉄道と港湾という異なるセ

クターにおいて三西地区から東部沿海地区までの一体型石炭輸送インフラ事業として実施

されたものである。2 つの事業を密接にモニタリングしながら監理した結果、運営開始時期

に大きな相違が生じることもなく、高い効果を発揮することができた。このように、共通

の目的を持つ事業を一体不可分の円借款事業として計画・案件監理することでより大きな

開発効果が期待できる。 

 

以上 
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主要計画／実績比較 

項  目 計  画 実  績 

①アプトプット 

(1)朔黄鉄道 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)河北黄驊港 

 

1)路盤・土木       7316.74 万㎥ 

2)橋梁・カルバート     110.54km 

3)トンネル         67.66km 

4)軌道            599km 

複線：神池～粛寧       440km 

単線：粛寧～黄驊港      159km 

5)建物          88.16 万㎡ 

6)通信・電化設備      1428.51km 

7)車両機関車 157 両、貨車 5616 両、客車   
122 両 

 

1)石炭バース    3.5 万 DWT 級ｘ4 

 

2)アクセス堤防延長 約 3.5km、幅 87m 

3)石炭積卸及び貯炭場   32.98 万㎡ 

4)桟橋      延長 100mｘ幅 23m 

5)防波堤       総延長 12580m 

6)航路浚渫       延長 24.8km 

（水深-9.4mｘ幅 140m） 

7)港内泊地浚渫 延長 860mｘ幅（210～
310m）ｘ水深-9.4m 

8)荷役設備  ｶｰﾀﾞﾝﾊﾟｰ 2、ｽﾀｯｶｰ 2、ﾘｸﾚｲﾏ
ｰ 2、ｼｯﾌﾟﾛｰﾀﾞｰ 3 

9)建物 上屋・制御ｾﾝﾀｰ、各種ﾕｰﾃｨﾘﾃｨ、教
育・衛生施設等 

1)路盤・土木       6752 万㎥ 

2)橋梁・カルバート    109.17km 

3)トンネル        66.34km 

4)軌道         585.421km 

複線：神池南～粛寧北   419.7km 

単線：粛寧北～黄驊港   165.64km 

5)建物         28.06 万㎡ 

6)通信・電化設備     計画通り 

7)車両機関車 41 両、貨車 3000 両、客車 0 両、
補修検査車両 45 両、指揮車両 17 両 

 

1)石炭バース   3.5 万 DWT 級ｘ1 

         5 万 DWT 級ｘ2 

2)アクセス堤防延長約 4 km、幅 140m 

3)石炭積卸及び貯炭場   38 万㎡ 

4)桟橋         計画通り 

5)防波堤      総延長 9214m 

6)航路浚渫       延長 35km 

（水深-11.5mｘ幅 140m） 

7)港内泊地浚渫 延長 860mｘ幅（210～310m）
ｘ水深-12m 

8)荷役設備ｶｰﾀﾞﾝﾊﾟｰ 3、ｽﾀｯｶｰ 4、ﾘｸﾚｲﾏｰ 4、ｽﾀ
ｯｶｰ＆ﾘｸﾚｲﾏｰ 1、ｼｯﾌﾟﾛｰﾀﾞｰ 3 

9)建物         計画通り 

②期間 

(1)朔黄鉄道 

(2)河北黄驊港 

 

1995年11月～2001年12月（74カ月） 

1997 年 9 月～2003 年 12 月（76 カ月） 

 

1995年11月～2001年12月（74カ月） 

1997年9月～2002年1月（53カ月） 

③事業費 

(1)朔黄鉄道 

  外貨  

  内貨  

 

  合計   

  うち円借款分 

  換算レート40 

 

(2)河北黄驊港 

  外貨  

  内貨  

 

  合計   

  うち円借款分 

  換算レート 

 

 

60,806百万円 

（現地通貨 :16,148百万元） 

188,932百万円  

249,738百万円  

72,001百万円41 

1元  ＝11.7円（1995年10月） 

 

 

15,400百万円 

（現地通貨 : 3,781百万元） 

51,422百万円 

66,822百万円 

15,400百万円 

1元  ＝13.6円（1997年2月） 

 

 

60,348百万円 

（現地通貨 :12,695百万元） 

175,102百万円 

235,449百万円 

60,348百万円 

1元＝13.793円（1995－2001、2003

－2004年平均） 

 

4,853百万円 

（現地通貨 : 4,363百万元） 

63,472百万円 

68,325百万円 

4,853百万円 

1 元＝14.548 円（1997－2003 年平均） 

                                                   
40両事業とも、円借款対象部分は外貨部分のみであり、且つ、すべて日本円で支出された。内貨部分の円換

算を行うため、実績部分では、内貨支出があった期間の年平均換算レートの平均を用いた。 
41外貨分をすべて円借款でまかなっている本事業においては、外貨分と円借款額は一致すべきであるが、本

事業は 4 つの契約（L/A）に分けられており、それぞれの貸付ごとに審査が行われたため、計画された外貨

額と貸付承諾された額が異なっている。それぞれの貸付承諾額については P2～3 の表のとおり。 
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